
（参考３） 

参考条文（損害賠償額の算定を容易にするための方策関係） 

 

国内法 

○著作権法（昭和４５年法律第４８号）（抄） 

（損害の額の推定等） 

第百十四条 著作権者、出版権者又は著作隣接権者（以下この項において「著作権者等」という。）

が故意又は過失により自己の著作権、出版権又は著作隣接権を侵害した者に対しその侵害によ

り自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その者がその侵害の行為によつて作成さ

れた物を譲渡し、又はその侵害の行為を組成する公衆送信（自動公衆送信の場合にあつては、

送信可能化を含む。）を行つたときは、その譲渡した物の数量又はその公衆送信が公衆によつ

て受信されることにより作成された著作物若しくは実演等の複製物（以下この項において「受

信複製物」という。）の数量（以下この項において「譲渡等数量」という。）に、著作権者等が

その侵害の行為がなければ販売することができた物（受信複製物を含む。）の単位数量当たり

の利益の額を乗じて得た額を、著作権者等の当該物に係る販売その他の行為を行う能力に応じ

た額を超えない限度において、著作権者等が受けた損害の額とすることができる。ただし、譲

渡等数量の全部又は一部に相当する数量を著作権者等が販売することができないとする事情

があるときは、当該事情に相当する数量に応じた額を控除するものとする。 

２ 著作権者、出版権者又は著作隣接権者が故意又は過失によりその著作権、出版権又は著作隣

接権を侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、そ

の者がその侵害の行為により利益を受けているときは、その利益の額は、当該著作権者、出版

権者又は著作隣接権者が受けた損害の額と推定する。 

３ 著作権者又は著作隣接権者は、故意又は過失によりその著作権又は著作隣接権を侵害した者

に対し、その著作権又は著作隣接権の行使につき受けるべき金銭の額に相当する額を自己が受

けた損害の額として、その賠償を請求することができる。 

４ 前項の規定は、同項に規定する金額を超える損害の賠償の請求を妨げない。この場合におい

て、著作権又は著作隣接権を侵害した者に故意又は重大な過失がなかつたときは、裁判所は、

損害の賠償の額を定めるについて、これを参酌することができる。 

（具体的態様の明示義務） 

第百十四条の二 著作者人格権、著作権、出版権、実演家人格権又は著作隣接権の侵害に係る訴

訟において、著作者、著作権者、出版権者、実演家又は著作隣接権者が侵害の行為を組成した

もの又は侵害の行為によつて作成されたものとして主張する物の具体的態様を否認するとき

は、相手方は、自己の行為の具体的態様を明らかにしなければならない。ただし、相手方にお

いて明らかにすることができない相当の理由があるときは、この限りでない。 

（書類の提出等） 

第百十四条の三 裁判所は、著作者人格権、著作権、出版権、実演家人格権又は著作隣接権の侵
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害に係る訴訟においては、当事者の申立てにより、当事者に対し、当該侵害の行為について立

証するため、又は当該侵害の行為による損害の計算をするため必要な書類の提出を命ずること

ができる。ただし、その書類の所持者においてその提出を拒むことについて正当な理由がある

ときは、この限りでない。 

２ 裁判所は、前項ただし書に規定する正当な理由があるかどうかの判断をするため必要がある

と認めるときは、書類の所持者にその提示をさせることができる。この場合においては、何人

も、その提示された書類の開示を求めることができない。 

３ 裁判所は、前項の場合において、第一項ただし書に規定する正当な理由があるかどうかにつ

いて前項後段の書類を開示してその意見を聴くことが必要であると認めるときは、当事者等

（当事者（法人である場合にあつては、その代表者）又は当事者の代理人（訴訟代理人及び補

佐人を除く。）、使用人その他の従業者をいう。第百十四条の六第一項において同じ。）、訴訟代

理人又は補佐人に対し、当該書類を開示することができる。 

４ 前三項の規定は、著作者人格権、著作権、出版権、実演家人格権又は著作隣接権の侵害に係

る訴訟における当該侵害の行為について立証するため必要な検証の目的の提示について準用

する。 

（鑑定人に対する当事者の説明義務） 

第百十四条の四 著作権、出版権又は著作隣接権の侵害に係る訴訟において、当事者の申立てに

より、裁判所が当該侵害の行為による損害の計算をするため必要な事項について鑑定を命じた

ときは、当事者は、鑑定人に対し、当該鑑定をするため必要な事項について説明しなければな

らない。 

（相当な損害額の認定） 

第百十四条の五 著作権、出版権又は著作隣接権の侵害に係る訴訟において、損害が生じたこと

が認められる場合において、損害額を立証するために必要な事実を立証することが当該事実の

性質上極めて困難であるときは、裁判所は、口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基づき、

相当な損害額を認定することができる。 

 

○民事訴訟法（昭和４５年法律第４８号）（抄） 

（損害額の認定） 

第二百四十八条 損害が生じたことが認められる場合において、損害の性質上その額を立証する

ことが極めて困難であるときは、裁判所は、口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基づき、

相当な損害額を認定することができる。 
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外国法 

○アメリカ合衆国著作権法（合衆国法典表題１７）（抄） 

 【著作権情報センターＨＰ】 

第５０４条 侵害に対する救済：損害賠償および利益  

（ａ）総則－本編に別段の定めある場合を除き、著作権を侵害する者は、以下のいずれかを支払

う責任を負う。 

（１）第（ｂ）項に定める、著作権者が被った現実損害の額および著作権侵害者が受けた利益

の額。 

（２）第（ｃ）項に定める、法定損害賠償額。 

（ｂ）現実損害賠償および利益－著作権者は、侵害の結果被った現実損害の額、および侵害に起

因して侵害者が受けた利益で現実損害の額の算出にあたり考慮されなかった額の支払を受

けることができる。侵害者の利益を立証するにあたっては、著作権者は、侵害者の総収入の

証明のみを行えば足り、侵害者は、控除できる費用および著作権のある著作物以外の要因に

起因して受けた利益の要素を証明しなければならない。 

（ｃ）法定損害賠償－ 

（１）本項第（２）節に定める場合を除き、著作権者は、終局的判決が言い渡される前はいつ

でも、現実損害および利益に代えて、一の著作物に関して当該訴訟の対象となるすべての

侵害（一人の侵害者は単独で責任を負い、二人以上の侵害者は連帯して責任を負う）につ

き、７５０ドル以上３０，０００ドル未満で裁判所が正当と考える金額の法定損害賠償の

支払を選択することができる。本項において、編集著作物または二次的著作物の部分は、

すべて単一の著作物を構成するものとする。 

（２）侵害が故意に行われたものであることにつき、著作権者が立証責任を果たしかつ裁判所

がこれを認定した場合、裁判所は、その裁量により法定損害賠償の額を１５０，０００ド

ルを限度として増額することができる。侵害者の行為が著作権の侵害にあたることを侵害

者が知らずかつそう信じる理由がなかったことにつき、侵害者が立証責任を果たしかつ裁

判所がこれを認定した場合、裁判所は、その裁量により法定損害賠償の額を２００ドルを

限度として減額することができる。著作権のある著作物の利用が第１０７条に定めるフェ

ア・ユースであると侵害者が信じかつそう信じるにつき合理的な根拠があった場合におい

て、侵害者が（ｉ）非営利的教育機関、図書館もしくは文書資料館の職員もしくは代理人

としてその雇用の範囲内で行動している者、または非営利的教育機関、図書館もしくは文

書資料館であって、著作物をコピーまたはレコードに複製することにより著作権を侵害し

たとき、または（ｉｉ）公共放送事業者または個人であって、公共放送事業者の非営利的

活動の通常の一部（第１１８条（ｇ）に規定する）として、既発行の非演劇的音楽著作物

を実演しまたはかかる著作物の実演を収録した送信番組を複製することによって著作権

を侵害したときには、裁判所は、法定損害賠償額の支払を減免しなければならない。 

（３）（Ａ）侵害者または侵害者と協力して行為する者は、侵害に関連して使用されたドメイ
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ン名を登録、維持または更新するためにドメイン名の登録機関、ドメイン名の登

録簿またはその他ドメイン名登録当局に対して、重大な虚偽のある連絡先を、情

を知って、提供しまたは提供させた場合には、与えられる救済措置の決定に当た

って当該侵害を故意に行ったものと推定される。 

（Ｂ）本節の規定は、本項に基づいて故意侵害と考えられる範囲を限定するものではな

い。 

（Ｃ）本節において、「ドメイン名」とは、１９４６年７月５日に承認された「商取引

において用いられる商標の登録及び保護の規定、一定の国際条約上の規定の実施並

びにその他の目的のための法律」（通称「１９４６年商標法」、合衆国法典第 １５

編第１１２７条）第４５条に規定する意味を有するものとする。 

（ｄ）一定の場合における追加的損害賠償－第１１０条（５）に基づいてその行為に責任が免除

されるとの抗弁をなした被告たる施設経営者には、その著作権のある著作物の使用に当該条

項に基づいて責任を免除されると信ずるに相当な理由がないと裁判所が認定する場合、原告

は、本条に基づく損害賠償に加えて、３年を超えない直近の期間に当該施設経営者が原告に

支払うべきであった使用料の２倍の金額について賠償命令を受けることができる。 

（以上） 

 


